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特定農林水産物等登録簿  
 
登録番号  

 
第 55 号  

 
登録年月日  

 
平成 29 年 12 月 15 日（ 2017 年 12 月 15 日） 

 
申請番号  

 
第 133 号  

 
申請年月日  

 
平成 29 年７月 18 日（ 2017 年７月 18 日）  

 
特定農林水産物等の

区分  
第二類  生鮮肉類  牛肉  

 
特定農林水産物等の

名称  

宮崎牛（ミヤザキギュウ）、 Miyazaki Gyu、 Miyazaki Wagyu、

Miyazaki Beef 
 
特定農林水産物等の

生産地  

 
宮崎県内  

 
特定農林水産物等の

特性  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

宮崎県が挙県一致で築き上げてきた県内種雄牛の血統を受け

継いだ能力の高い子牛が、恵まれた自然環境で肥育され、さらに

肉質等級が４等級以上のものに厳選されることで生み出される

「宮崎牛」は、極上な肉質ときめ細やかなサシを持ち、口に含む

と広がるほのかな甘みと芳醇な香りが特徴であり、全国規模の共

進会等でも高く評価されている。  

「宮崎牛」は、５年に１度開催される全国和牛能力共進会にお

いて、３大会連続で優秀な成績を収めている。全国和牛能力共進

会は、種雄牛や繁殖雌牛等の改良の成果を競う「種牛の部」と、

牛肉の肉質や肥育技術を競う「肉牛の部」からなるが、「宮崎牛」

は第９回大会（平成 19年）において、全９区の出品区分のうち、

７区で優等首席（農林水産大臣賞）を獲得し、さらに、種牛・肉

牛の両部において最高位内閣総理大臣賞を受賞するという 30年
ぶりの快挙を成し遂げた。加えて、第 10回大会（平成 24年）にお

いても、種牛・肉牛の両部にまたがり全９区中５区で優等首席（農

林水産大臣賞）を獲得し、肉質の優れた枝肉に授与される肉質賞

を受賞するとともに、種牛の部で内閣総理大臣賞を受賞してい

る。なお、各区の成績を点数化して競う出品団体表彰も第９回大

会、第 10回大会の２大会連続で受賞している。さらに、第 11回大

会（平成 29年）においても、全９区中３区で優等首席（農林水産

大臣賞）を獲得し、肉牛の部で内閣総理大臣賞を受賞するなど、

全国的に高い評価を受けている。また、九州管内系統肉用牛枝肉

共進会においても、これまで最優秀賞である金賞（農林水産大臣

賞）を合計 10回獲得し、団体優秀賞も合計８回獲得している（別

添：受賞歴一覧）  
 

 
特定農林水産物等の

生産の方法  
 
 
 
 
 
 
 

 

(1)  品種等  

宮崎県内で供用又は飼養され、産肉能力検定を受検したもの（受

検中及び受検する計画のあるものを含む）を種雄牛とする黒毛和

種又は、宮崎県肉用牛改良委員会の承認を受けたものを種雄牛と

する黒毛和種。  

(2)  生産地における飼養期間等  

出生地が宮崎県内であり、宮崎県における飼養期間が最長であ

ること。  

ただし、宮崎県に隣接する県で出生し、（公社）全国和牛登録協

会宮崎県支部を通じて子牛登記を行い、宮崎県における飼養期間

が最長であるものを含む。  
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(3)  枝肉基準   

(公社 )日本食肉格付協会による肉質等級が 4 等級以上のもの。 

(4)  最終製品としての形態  

宮崎牛の最終製品としての形態は、牛肉である。  

 

 
特定農林水産物等の

特性がその生産地に

主として帰せられる

ものであることの理

由  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

宮崎県は、南北 400 キロにおよぶ海岸線を有し、太平洋を流れ

る温かい黒潮と冷たい北風を遮る九州山地によりもたらされる、

年間を通じた温暖な気候を生かした畜産が盛んであり、全国屈指

の肉用牛飼養頭数を誇る。また、宮崎県で生産された肉用子牛の

品質は全国でも高く評価されており、県内で生産された子牛のう

ち、約４割もの子牛が県外に出荷され、全国各地のブランド牛の

素牛として活躍している。このような全国有数の肉用牛生産地

で、「太りやすく、飼いやすく、肉質の良い」宮崎牛の生産を目

的とした「宮崎県肉用牛改良方針」に基づき、和牛改良を進めて

きた。  

昭和 34 年には宮崎県で肉畜拡大事業を開始し、肥育牛の増頭

を図るとともに、肥育技術の向上を図るための飼料給与基準を策

定することで、肥育牛生産体制を整備し、地域内一貫体制の構築

に乗り出した。昭和 45 年には、宮崎県畜産共進会に枝肉部門を

創設するなど、肥育技術の研鑽を進め、昭和 47 年には JA 宮崎経

済連内に「肉用牛生産合理化推進協議会」を設置し、生産農家へ

の技術指導を強化することで、肉質の向上を図ってきた。  

昭和 48年には、宮崎県家畜改良事業団を設立し、県内各地域で

造成・管理されてきた種雄牛の一元管理体制を全国で初めて構築

した。生産者、関係団体及び行政が一体となって、挙県一致で築

き上げてきた独自の肉用牛改良体制は「宮崎方式」と呼ばれ、現

在に至るまで継続している。また、JA宮崎経済連と各 JAの技術員

が連携し、各地域における給与飼料の検討や、飼養管理の改善の

ための研修会の開催、肥育農家における生産技術指導を実施して

いる。このように誕生した「宮崎牛」は、宮崎県内の肉用牛生産

者及び関係者等の努力により、数十年を経て、宮崎県内だけでな

く県外からも愛される牛肉へと成長し、全国和牛能力共進会の二

連覇を達成するまでに至った。  
 

 
特定農林水産物等が

その生産地において

生産されてきた実績  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

昭和 38年～ 42年にかけて、肉用牛生産者の肥育技術及び牛肉の

肉質の向上に向けた意欲促進を目的として、堅調な肉牛需要をも

つ大阪市食肉市場において「宮崎牛展示会」を開催した。同展示

会に牛肉を出品することが宮崎県内の肉用牛生産者の意欲促進

につながるとともに、第三者からの明確な評価を得ることで牛肉

の肉質の改善に向けた取組につながった。同展示会では、牛肉の

キメがやや粗かったものの、ロース芯面積や肉量について評価を

得たことで、関係者からの宮崎牛のブランド化を望む声が大きく

なっていった。この声を受け、昭和 47年に宮崎県畜産公社、昭和

54年には宮崎くみあい食肉を設立し、宮崎県内での枝肉生産体制

を整備するとともに、昭和 61年には、県や JA宮崎経済連等の関係

団体から構成される「より良き宮崎牛づくり対策協議会」を設立

し、悲願であったブランド「宮崎牛」が誕生した。今では同協議

会の会員は 31団体に及び、「宮崎牛」の消費拡大の促進と宮崎県

肉用牛経営の健全な発展に尽力している。同協議会が設立当初か

ら行っている大相撲優勝力士への宮崎牛贈呈は宮崎牛の知名度
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の飛躍的な向上につながり、 30年以上経過した現在においても継

続して取り組まれている。  
 

 
規則第５条第２項各

号に掲げる事項  
 
 
 
 
 
 
 
 

 

法第 13 条第１項第４号ロの該当の有無：該当する  

商標権者の氏名又は名称：宮崎県経済農業協同組合連合会  

登録商標：宮崎牛  

指定商品又は指定役務：宮崎県産の牛肉  

商標登録の登録番号：第 5028588 号  

商標権の設定の登録及び存続期間の満了の年月日（当該商標権の

存続期間の更新登録があったときは、商標権の存続期間の更新登

録及びその存続期間の満了の年月日についても記載する。）：平

成 19 年 2 月 23 日（登録）、平成 29 年 2 月 23 日（存続期間の満

了）、平成 28 年 9 月 6 日（更新登録）、令和 9 年 2 月 23 日（更

新登録後の存続期間の満了）  

専用使用権者の氏名又は名称：－   

商標権者等の承諾の年月日：平成２９年７月６日  

 

 
登録生産者団体の名

称及び住所並びに代

表者の氏名  

 

より良き宮崎牛づくり対策協議会  

宮崎県宮崎市霧島１丁目１番地１  

会長  坂下  栄次  
 

備考  

 
１．［特定農林水産物等の区分の変更］  

受付年月日：令和元年 11 月 22 日（ 2019 年 11 月 22 日）  
原因発生日：平成 31 年 2 月 1 日（ 2019 年 2 月 1 日）  
変更登録年月日：令和元年 12 月 20 日（ 2019 年 12 月 20 日）  

 （変更前）第六類  生鮮肉類  牛肉  
 （変更後）第二類  生鮮肉類  牛肉  
 
２．［特定農林水産物等の名称の変更］  

受付年月日：令和元年 11 月 22 日（ 2019 年 11 月 22 日）  
原因発生日：令和元年 11 月 22 日（ 2019 年 11 月 22 日）  
変更登録年月日：令和元年 12 月 20 日（ 2019 年 12 月 20 日）  

 （変更前）宮崎牛（ミヤザキギュウ）、Miyazaki Wagyu、Miyazaki Beef 
 （変更後）宮崎牛（ミヤザキギュウ）、Miyazaki Gyu、Miyazaki Wagyu、Miyazaki Beef 
 
３．［規則第５条第２項各号に掲げる事項の変更］  

受付年月日：令和元年 11 月 22 日（ 2019 年 11 月 22 日）  

原因発生日：平成 28 年 9 月 6 日（ 2016 年 9 月 6 日）  

変更登録年月日：令和元年 12 月 20 日（ 2019 年 12 月 20 日）  

（変更前）商標権の設定の登録（当該商標権の存続期間の更新登録があったときは、

商標権の設定の登録及び存続期間の更新登録）の年月日：平成 19 年 2 月

23 日（登録）  

（変更後）商標権の設定の登録及び存続期間の満了の年月日（当該商標権の存続期間

の更新登録があったときは、商標権の存続期間の更新登録及びその存続期

間の満了の年月日についても記載する。）：平成 19 年 2 月 23 日（登録）、

平成 29 年 2 月 23 日（存続期間の満了）、平成 28 年 9 月 6 日（更新登録）、

令和 9 年 2 月 23 日（更新登録後の存続期間の満了）  
 
４．［登録生産者団体の代表者の氏名］  
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受付年月日：令和 3 年 4 月 1 日（ 2021 年 4 月 1 日）  

原因発生日：令和 2 年 7 月 1 日（ 2020 年 7 月 1 日）  

変更登録年月日：令和 3 年 6 月 2 日（ 2021 年 6 月 2 日）  

（変更前）登録生産者団体の代表者の氏名：会長  新森  雄吾  

（変更後）登録生産者団体の代表者の氏名：会長  坂下  栄次  

 
 


